
スコアカード

府省名
取組対
象事業

手続件数
手続名

（目標値を定め
る主要なもの）

法令
手続の種

類

年間手続
件数（令
和元年
度）

年間オン
ライン件
数（令和
元年度）

オンライン利
用率（令和元

年度）

オンライン利用率
（現在値）

オンライ
ン利用率
目標

達成期限 課題① 中間KPIと目標
アクションプラ

ン
a

アクションプラ
ン
b

アクション
プラン

c

進捗
（中間
KPI）

達成期限
（中間KPI）

課題②
中間KPI
と目標

アクショ
ンプラン

a

アク
ション
プラン

b

進捗
（中間
KPI）

達成期限
（中間
KPI）

課題③
中間KPIと
目標

アクショ
ンプラン

a

アクショ
ンプラン

b

アクショ
ンプラン

c

進捗
（中間
KPI）

達成期限
（中間
KPI）

建設業許可の
新規申請

建設業法

事業者
⇒国及
び地方

33,721件

０件
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

0%
（令和４
年度より
オンライ
ン化予
定）

0%
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

20%
令和９
年３月
末

手続がオンラ
イン化されて
いない

令和４年度よりシ
ステム運用開始

省令改正により様
式から押印を廃止
する。

全ての許可行政庁を
集めた会議体（建設
業許可・経営事項審
査等の申請手続の電
子化に向けた実務者
会議）にて電子申請
システムの仕様等を
検討

実務者会議で
の検討を踏ま
え、電子申請
システムを構
築

0% 令和４年度末

申請者が、
紙での申請
ではなく、
電子申請を
選択するよ
う、電子申
請システム
の普及啓発
を行う

申請者への
周知を図
り、システ
ム運用開始
から３年で
オンライン
利用率を１
０％とする

建設業団体
あて周知

行政書士
関係団体
への周知

0%
令和７年３

月末

利便性の高
い電子申請
システムの
構築

アクションプ
ランa～cに記
載の機能を、
電子申請シス
テム運用開始
時から実装す

る

申請内容の
自動チェッ
ク機能の設
定

過去の申請
内容の引用
機能の設定

行政書士等
による代理
申請機能の
設定

0% 令和４年度末 ×

建設業許可の
更新申請

建設業法

事業者
⇒国及
び地方

59,017件

０件
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

0%
（令和４
年度より
オンライ
ン化予
定）

0%
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

20%
令和９
年３月
末

手続がオンラ
イン化されて
いない

令和４年度よりシ
ステム運用開始

省令改正により様
式から押印を廃止
する。

全ての許可行政庁を
集めた会議体（建設
業許可・経営事項審
査等の申請手続の電
子化に向けた実務者
会議）にて電子申請
システムの仕様等を
検討

実務者会議で
の検討を踏ま
え、電子申請
システムを構
築

0% 令和４年度末

申請者が、
紙での申請
ではなく、
電子申請を
選択するよ
う、電子申
請システム
の普及啓発
を行う

申請者への
周知を図
り、システ
ム運用開始
から３年で
オンライン
利用率を１
０％とする

建設業団体
あて周知

行政書士
関係団体
への周知

0%
令和７年３

月末

利便性の高
い電子申請
システムの
構築

アクションプ
ランa～cに記
載の機能を、
電子申請シス
テム運用開始
時から実装す

る

申請内容の
自動チェッ
ク機能の設
定

過去の申請
内容の引用
機能の設定

行政書士等
による代理
申請機能の
設定

0% 令和４年度末 ×

経営事項審査 建設業法

事業者
⇒国及
び地方

136,233件

０件
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

0%
（令和４
年度より
オンライ
ン化予
定）

0%
（令和４年
度よりオン
ライン化予
定）

50%
令和９
年３月
末

手続がオンラ
イン化されて
いない

令和４年度よりシ
ステム運用開始

省令改正により様
式から押印を廃止
する。

全ての許可行政庁を
集めた会議体（建設
業許可・経営事項審
査等の申請手続の電
子化に向けた実務者
会議）にて電子申請
システムの仕様等を
検討

実務者会議で
の検討を踏ま
え、電子申請
システムを構
築

0% 令和４年度末

申請者が、
紙での申請
ではなく、
電子申請を
選択するよ
う、電子申
請システム
の普及啓発
を行う

申請者への
周知を図
り、システ
ム運用開始
から３年で
オンライン
利用率を
25％とする

建設業団体
あて周知

行政書士
関係団体
への周知

0%
令和７年３

月末

利便性の高
い電子申請
システムの
構築

アクションプ
ランa～cに記
載の機能を、
電子申請シス
テム運用開始
時から実装す

る

申請内容の
自動チェッ
ク機能の設
定

過去の申請
内容の引用
機能の設定

行政書士等
による代理
申請機能の
設定

0% 令和４年度末 ×

令和３年１月２９日時点

オンライン利用率を引き上げる上での課題と課題解決のための取組

【スコアカードについて】
○基本計画に記載した取組対象手続のうち、オンライン利用率目標を設定した主要な手続について掲載。計画の進捗状況を視覚化し、計画の見直しに利用するために作成しているもの。

○オンライン利用率（現在値）：目標の達成状況（進捗度※）に応じて色分け　　※目標に対する進捗(%)＝（現在の利用率－令和元年度利用率）/(目標利用率－令和元年度利用率）
　（青色：目標達成済　　緑色：目標に対する進捗率70％～100％未満　　黄色：〃40％～70％未満　　橙色：〃10％～40％未満　　赤色：〃10％未満）

○課題①～③：基本計画に記載の課題項目

○各アクションプラン（a,b,c）：基本計画に記載したアクションプラン項目を記載し、取組の進捗状況に応じて色分け
　（青色：措置済　　緑色：取組中（期限内）　　黄色：取組中（期限超過）　　橙色：未着手（期限内）　　赤色：未着手（期限超過））

○進捗（中間ＫＰＩ）：中間ＫＰＩの進捗状況　（青色：中間ＫＰＩ目標達成済）

○オンライン完結：手続がオンラインで完結しているか。（○：完結する　　×：完結していない）

オンライ
ン完結○
×（添付
書類や
キャッ
シュレス
化など）

国土交通省

建設
業許
可関
連手
続

92,738件

経営事
項審査
の申請

136,233件

様式２

資料３
別添４
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